
（都道府県名：宮城県）

成果目標（Ａ） 事業内容（計画）
成果目標に対する成果

実績（Ｂ）
事業実績

経営力の強
化

担い手の育
成・確保

宮城県
仙台市

宮城県農業
会議

経営構造対
策推進（都
道府県段階
活動）

施設等の利用改
善（２施設）

ロジックモデル
を活用した事業
推進

経営構造コンダクターの設
置，指導推進会議の開催，
評価活動等の支援，情報の
収集及び提供，経営確立指
導調査，経営構造対策等の
点検評価，評価手法研修会
の開催，調査及び研究等

利用改善計画を作成し
た２施設において年度
計画を達成

３地区でロジックモデ
ルを作成して地域課題
等を整理し，整備事業
を実施

経営構造コンダクターの設置
指導推進会議の開催(3回)
評価活動等の支援(10市町)
情報の収集及び提供(情報誌等発行3回)
経営確立指導調査(10回)
経営構造対策等の点検評価(12地区)
評価手法研修会の開催(4回)
調査及び研究等(3回)

100%

　－

経営構造コンダク
ターを設置し，地区
の現状分析及び指導
の実施により，目標
達成に向けて各地区
の底上げが図られ
た。

100%

　－

経営力の強
化

担い手の育
成・確保

(担)宮城県
宮城県担い
手育成総合
支援協議会

担い手総合
支援

認定農業者を５
３０名育成

経 営 診 断 ， 専 任マ ネー
ジャーの設置，
担い手育成研修会等の開
催。農業経営の法人化，法
人経営の支援等

認定農業者を４０６名
育成

経営診断，専任マネージャーの設置，
担い手育成研修会等の開催。農業経営の法人化，
法人経営の支援等

77%
ほぼ計画どおりの担
い手が確保された。

77%

経営力の強
化

担い手の育
成・確保

宮城県 宮城県
担い手総合
支援

認定農業者を５
３０名育成

担い手育成支援協議会の指
導及び監督並びに当該協議
会が行う各種支援の円滑な
遂行のための連絡調整費

認定農業者を４０６名
育成

担い手育成支援協議会の指導及び監督並びに当該
協議会が行う各種支援の円滑な遂行のための連絡
調整費

77%
ほぼ計画どおりの担
い手が確保された。

77%

経営力の強
化

担い手の育
成・確保

(担)角田市

角田地域担
い手育成総
合支援協議
会

担い手総合
支援

認定農業者を９
名育成

ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの作成，専任ﾏ
ﾈｰｼﾞｬｰの設置，経営診断等
研修会の開催

認定農業者を８名育成

・アクションプログラムの作成
・専任マネージャーを設置（１名）
・簿記研修会の開催（３９回）
・経営セミナー（２回）
・認定志向農業者支援事業（２３回）
・市場調査情報収集活動（２回）
・担い手交流活動（１回）
・経営多角化・高度化推進検討会の開催（３６
回）

89%
ほぼ計画どおりの担
い手が確保された。

89%

経営力の強
化

担い手の育
成・確保

(担)名取市
名取市担い
手育成総合
支援協議会

担い手総合
支援

認定農業者を１
７９名育成

ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの作成・推
進，担い手交流活動。

認定農業者を１１４名
育成

・アクションプログラムの作成（１回）
・協議会の開催（１回）
・幹事会の開催（５回）
・全国認定農業者サミットへの参加（１回，９
名）
・担い手育成確保に関する調査の実施（１回）
・担い手育成確保活動（認定農業者制度等の啓発
活動）（２回）

64%
担い手確保に向け何
らかの対策が必要。

64%

経営力の強
化

担い手の育
成・確保

(担)岩沼市
岩沼市担い
手育成総合
支援協議会

担い手総合
支援

認定農業者を１
３名育成

ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの作成，担い
手への情報発信整備。

認定農業者を１名育成

・アクションプログラムの作成
（１回）
・先進地視察研修（１回）
・経営所得安定対策等大綱研修会（１回）

8%
担い手確保に向け何
らかの対策が必要。

8%

経営力の強
化

担い手の育
成・確保

(担)亘理町

亘理町地域
担い手育成
総合支援協
議会

担い手総合
支援

認定農業者を２
４名育成

ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの作成，経営
診断等研修会の開催，講師
謝金

認定農業者を１１名育
成

・アクションプログラムの作成（１回）
・パソコン勉強会（３回）
・簿記研修会の開催（３回）
・仙台広域認定農業者研修会等参加（２回）
・女性認定農業者並びにパートナー研修（１回）
・役員研修（全国サミット参加）（１回）
・幹事会等会議（１２回）

46%
担い手確保に向け何
らかの対策が必要。

46%

国によ
る評価

事業実施主体等取組評価報告書（経営力の強化を目的とした推進事業）

都道府県による点検
評価結果（所見）

政策目的 取組名政策目標

計画策定時
市町村名
（または地
区名）

事業実施主
体名

目標
達成
状況
B/A

事業実施後（目標年度）



（都道府県名：宮城県）

成果目標（Ａ） 事業内容（計画）
成果目標に対する成果

実績（Ｂ）
事業実績

国によ
る評価

事業実施主体等取組評価報告書（経営力の強化を目的とした推進事業）

都道府県による点検
評価結果（所見）

政策目的 取組名政策目標

計画策定時
市町村名
（または地
区名）

事業実施主
体名

目標
達成
状況
B/A

事業実施後（目標年度）

経営力の強
化

担い手の育
成・確保

(担)栗原市

栗原市農業
経営・生産
対策推進会
議

担い手総合
支援

認定農業者７６
名育成

ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの作成，専任ﾏ
ﾈｰｼﾞｬｰの設置，経営診断等
研修会の開催

認定農業者を７０名育
成

・アクションプログラムの作成
・担い手支援リーフレット購入配布（14種類，
4,150冊）
・集落営農事例ビデオ・ＤＶＤ購入配布（２種
類，２０本）
・経営所得安定対策等講演会・研修会（５回）
・担い手経営診断・指導（個別相談会開催）（２
５回）
・経営改善支援セミナー開催（２回）
・全国担い手サミット参加（１回）
・県担い手交流会参加（１回）

92%
ほぼ計画どおりの担
い手が確保された。

92%

経営力の強
化

担い手の育
成・確保

(担)登米市
登米市担い
手育成総合
支援協議会

担い手総合
支援

４０経営体を認
定農業者へ誘導

ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの作成，専任ﾏ
ﾈｰｼﾞｬｰの設置，経営診断等
研修会の開催

８１経営体を認定農業
者へ誘導

・アクションプログラムの作成
・専任インストラクターの設置
・非常勤アドバイザーの設置
・経営相談等
・経営改善計画作成指導
・複式簿記指導
・パソコン教室開催
・集落営農を考える研修会
・認定農業者制度説明会
・農業経営改善計画作成研修会
・農家意向調査の実施
・担い手育成確保に関する調査
・各種研修会への参加
・認定農業者元気通信「いなほ」の発行（地域提
案）
・水田農業ビジョン担い手リスト精査による認定
農業者掘起こし
・自宅訪問の実地誘導
・畜産農家認定農業者誘導名簿整理
・家族経営協定締結者で共同申請していない者の
調査
・経営所得安定対策等大綱説明会
・認定審査会の開催
・支援チーム会議の開催
・事務局会議の開催
・認定農業者で４ｈａ以上の経営体調査

203%
計画どおりに担い手
が確保された。

203%

経営力の強
化

担い手の育
成・確保

(担)東松島
市

東松島地域
担い手育成
総合支援協
議会

担い手総合
支援

認定農業者を２
７０名育成

ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの作成，経営
診断等研修会の開催

認定農業者を２３２名
育成

・アクションプログラム策定
・認定農業者フォローアップ活動
・ＰＲ用資料配付　1,500部
・集落営農ブロック座談会開催
　２２カ所

86%
ほぼ計画どおりの担
い手が確保された。

86%

経営力の強
化

担い手の育
成・確保

宮城県 宮城県
新技術普及
促進支援

経営体育成支援
目標5,289経営
体

普及指導活動・制度資金を
活用した経営体育成支援を
図る

経営体育成支援5,165
経営体

・革新的技術の導入等に対する総合支援
・普及職員などの資質向上ための取組み
・普及指導センターにおける情報受発信機能の
  強化

95%

ほぼ計画どおりに農
業改善に取り組む経
営体を育成できた。
また、普及指導員の
研修並びに情報発信
機能を強化した。

95%



（都道府県名：宮城県）

成果目標（Ａ） 事業内容（計画）
成果目標に対する成果

実績（Ｂ）
事業実績

国によ
る評価

事業実施主体等取組評価報告書（経営力の強化を目的とした推進事業）

都道府県による点検
評価結果（所見）

政策目的 取組名政策目標

計画策定時
市町村名
（または地
区名）

事業実施主
体名

目標
達成
状況
B/A

事業実施後（目標年度）

経営力の強
化

担い手への
農地利用集
積の促進

宮城県
石巻市

石巻市
農業委員会

優良農地確
保支援対策
等

担い手への農地
利 用 集 積 率
（50.9%）の引
き上げ

共有ネットワークシステム
の導入を図る。

農地利用集積率の引き
上げ（52.1％）が図ら
れた

台帳照合用出力システムの導入
１システムの仕様
・データベース用ソフト名
農地等情報総合ネットワーク管理システムＶ１
２属性データの入力
・データ件数
賃借情報29,295件
市外農地5,145筆
・入力延べ日数：100日
農地地図情報システムの導入
１システムの仕様
・メーカー名：朝日航洋(株)
・ソフト名：農地情報システム

102%
成果目標の達成が図
られた

102%

経営力の強
化

担い手への
農地利用集
積の促進

宮城県
仙台市

宮城県農業
会議

優良農地確
保支援対策
等

農地地図情報シ
ステムの導入農
業委員会を対象
とした重点指導
等

各種検討会，調査・分析，
マニュアル作成等

農地地図情報システム
の導入農業委員会を対
象として重点指導等が
実施された

・企画検討会の開催　２回
・農地地図情報システム活用・普及推進検討会の
開催　２回
・農地地図情報システム活用状況の調査・分析
５日
・農地地図情報システムの濃密指導の実施　１日
・農地等情報利活用検討会の開催　２回
・共有ネットワークシステムの濃密指導の実施
０日
・共有ネットワークシステム・マニュアルの作成
１００部
・その他の関連事業等

－ －

経営力の強
化

担い手への
農地利用集
積の促進

宮城県
登米市

登米市
農業委員会

優良農地確
保支援対策
等

担い手への農地
利 用 集 積 率
（52.4%）の引
き上げ
遊休農地の解消

業務推進協力と農業委員と
の意見交換会の開催

農地利用集積率の引き
上げ（54.2％）が図ら
れた
遊休農地の実態の把握

・農業委員・業務推進協力員研修会の実施　３回
(9/12･14，2/13実施，参加人員延196人，内容：
農地法・農業経営基盤強化促進法・所得経営安定
対策等についての研修会を通して農地利用集積の
普及促進を図った。）
・有休農地解消等パトロールの実施
(H17.12～H18.1，農業委員による農地パトロール
を実施）

103%
成果目標の達成が図
られた

103%

経営力の強
化

担い手への
農地利用集
積の促進

宮城県
仙台市

宮城県農業
会議

優良農地確
保支援対策
等

農業委員会の運
営の適正化・所
掌事務の遂行に
必要な基礎研修
会等の開催

各種研修会・検討会，調査
活動，指導の実施

農業委員会の運営の適
正化・所掌事務の遂行
に必要な基礎研修会等
が開催された

・農業委員・職員等研修会の開催　９回
・巡回指導の実施　２９日
・情報収集・提供活動　２３日
・広域活動連携指導　０日
・活動評価検討会の開催　０回
・不在村地主対策等検討会の開催　０回
・不在村地主対策等現地指導　０回
・不在村地主対策等情報収集・提供　０部
・農業委員会組織業務効率化検討会の開催　６回
・その他の関連事業

－ －

経営力の強
化

担い手への
農地利用集
積の促進

宮城県 宮城県
優良農地確
保支援対策
等

集積率５０％
普及組織による技術・経営
面からの支援活動

集積率５３％

遊休農地解消面積：４８２ａ
・実証ほ１２カ所３１１ａ（パプリカ、山菜、ソ
ラー電牧、そらまめ）　　　　　　　　　　・検
討会開催、各種調査の実施、現地指導活動、現地
実証活動

100%

放牧による遊休農地
解消の取組は広く県
内全域に波及してき
ている。

100%



（都道府県名：宮城県）

成果目標（Ａ） 事業内容（計画）
成果目標に対する成果

実績（Ｂ）
事業実績

国によ
る評価

事業実施主体等取組評価報告書（経営力の強化を目的とした推進事業）

都道府県による点検
評価結果（所見）

政策目的 取組名政策目標

計画策定時
市町村名
（または地
区名）

事業実施主
体名

目標
達成
状況
B/A

事業実施後（目標年度）

経営力の強
化

担い手への
農地利用集
積の促進

名取市 名取市
認定農業者
利用調整推
進

20ha
認定農業者申出件数２０件
調整活動日数７０日

42.6ha
認定農業者申出件数 63件
調整活動日数 57日

213%
計画どおりに担い手
へ農地が集積され
た。

213%

経営力の強
化

担い手への
農地利用集
積の促進

丸森町 丸森町
認定農業者
利用調整推
進

10ha
認定農業者申出件数３件
調整活動日数３７件

1.17ha
・認定農業者申出件数６件
・調整活動日数３７日
・集積面積　1.17ha

12%
集積に向けた取組強
化が必要と思われ
る。

12%

経営力の強
化

担い手への
農地利用集
積の促進

宮城県
仙台市

宮城県農業
会議

都道府県農
業改善推進
支援

県農業会議会議
員会議等の開催

会議員・総会・職員旅費，
会議会場借用料，資料印刷
費

県農業会議会議員会議
等が開催された

・会議員会議等出席旅費
　１５回
・その他関連事業

－ －

経営力の強
化

新規就農者
の育成・確
保

宮城県 宮城県
新規就農促
進対策

就農計画認定者
数     ５1名

就農者等への研修，就農相
談，就農支援資金の貸付を
推進する。

就 農 計 画 認 定 者 数
５８名

・ 就農計画認定委員会
　11回開催
・ﾆｭｰﾌｧｰﾏｰｽﾞｶﾙｯｼﾞ開催（受講生37名）
・就農ｻﾎﾟｰﾄ(延べ72日）

114%

就農計画認定者数が
目標を上回った。次
年度以降も更なる新
規就農者の育成・確
保に向け取組を推進
したい。

114%

経営力の強
化

新規就農者
の育成・確
保

宮城県
仙台市

財団法人み
やぎ農業担
い手基金

新規就農促
進対策

就農支援資金貸
付６5件

就農者等への研修，就農相
談，就農支援資金の貸付を
推進する。

就農支援資金貸付６９
件

・就農支援資金貸付69件
・就農相談会17回開催
・農業見学会２回開催
  等

106%

就農支援資金貸付数
が目標を上回った。
次年度以降も更なる
就農支援活動を推進
し、新規就農者の確
保・育成の取組を推
進したい。

106%

経営力の強
化

新規就農者
の育成・確
保

亘理町
亘理土地改
良区

新規就農促
進対策

（県全体）
体験学習334人
新規就農者73人

水辺環境体験学習の普及啓
発及び体制整備を図る

（県全体）
体験学習394人
新規就農者75人

亘理の水と生き物・歴史探検隊
・１回目　生き物調査開催
　（参加者３４名）
・２回目　歴史探検隊開催
　（参会者２２名）
学習用パンフレット作成
　（１，２００部）

111%

郷土の農業の歴史や
現在の地域に深くか
かわりを持つ土地改
良施設のいろいろな
機能について学習
し、子どもたちが地
域の農業の重要性を
体験したことによ
り、さらに農業・農
村の多面的な働きの
理解が図られた。

111%

経営力の強
化

農山漁村に
おける男女
共同参画社
会の確立

宮城県 宮城県
農業・農村
男女共同参
画対策

ｴﾝﾊﾟｴｱｰﾒﾝﾄ講座
延べ288人
男女共同参画学
習会
 延べ450人

男女共同参画推進検討会の
開催，次世代リーダーを支
援する男女共同参画学習会
の開催

ｴ ﾝ ﾊ ﾟ ｴ ｱ ｰ ﾒ ﾝ ﾄ 講 座
484人
男女共同参画学習会
 653人

・検討会 ２回開催
・ｴﾝﾊﾟﾜｰﾒﾝﾄ講座　延べ30回484人
・男女共同参画学習会　延べ19回653人

154%

目標を上回る女性農
業者が検討会等に参
加し、意識向上が図
られた。

154%

経営力の強
化

新規就農者
の育成・確
保

宮城県 宮城県
新規就農促
進対策

体験学習365人

モデル校の選定及び研修会
を開催し、農業体験学習の
取り組み支援並びに体制の
整備を図る。

体験学習394人
・モデル校４校選定
・指導者研修 ３回開催

198%

農業体験に参加する
人数が目標を上回っ
た。次年度以降も農
業体験推進を図りた
い。

198%

※様式は「強い農業づくり交付金の事業評価の実施について」（平成１７年１０月３日付け１７生産第３５１０号農林水産省大臣官房国際部長、農林水産省総合食料局長、農林水産省生産局長、農林水産省経営局
長通知）別記様式１－（２）に準じる。



（都道府県名：宮城県）

成果目標（Ａ） 事業内容（計画）
成果目標に対する成果

実績（Ｂ）
事業実績

国によ
る評価

事業実施主体等取組評価報告書（経営力の強化を目的とした推進事業）

都道府県による点検
評価結果（所見）

政策目的 取組名政策目標

計画策定時
市町村名
（または地
区名）

事業実施主
体名

目標
達成
状況
B/A

事業実施後（目標年度）

（注）１．「都道府県による点検評価結果（所見）」には、都道府県としての事業実施主体ごとの目標達成状況に関する評価を記載するとともに、目標未達成の場合には今後の改善指導方策を記載する。
  　　２．複数の項目を成果目標として掲げている場合、成果目標の達成率は、それぞれの項目の達成率の平均値とする。
      ３．成果目標として定性的なアウトカム目標を設定している事業実施主体については、「目標達成状況（B/A）」欄は「－」とする。


